
Ⅱ 総務班

１ 平成 年度歳入決算29

２ 平成 年度歳出決算29

３ 収入未済関係



＜一般会計＞

(単位：千円)

歳   入   科   目 平成29年度 平成30年度 増(△)減額

（款）　分担金及び負担金 1,144 698 △ 446

　　　（項）　負担金 1,144 698 △ 446

　　　　　　（目）　民生費負担金 1,144 698 △ 446

（款）　財産収入 0 1 1

　　　（項）　財産売払収入 0 1 1

　　　　　　（目）　物品売払収入 0 1 1

（款）　諸収入 17,765 21,121 3,356

　　　（項）　雑入 17,765 21,121 3,356

　　　　　　（目）　雑入 17,765 21,121 3,356

計 18,909 21,820 2,911

（注）平成28年度一般会計において財産収入は千円未満（378円）のため計上していない。

＜母子寡婦福祉資金特別会計＞

(単位：千円)

歳   入   科   目 平成28年度 平成29年度 増(△)減額

（款）　諸収入 17,090 14,667 △ 2423

    　（項）　貸付金元利収入 16,985 14,545 △ 2440

　　         （目）　母子父子寡婦福祉貸付金元利収入 16,985 14,545 △ 2440

　　　（項）　雑入 105 122 17

　　　　　　（目）　違約金及び延納利息（母子） 105 122 17

計 17,090 14,667 △ 2423

合　　　計 35,999 36,487 488

１　平成29年度歳入決算
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＜一般会計＞

(単位：千円)

歳　　　出　　　科　　　目 平成28年度 平成29年度 増減（△）額

（款）　総務費 380 0 △ 380

　　　（項）　総務管理費 380 0 △ 380

　　　　　　（目）　人事管理費 380 0 △ 380

（款）　民生費 562,444 550,925 △ 11,519

　　　（項）　社会福祉費 31,458 32,177 719

　　　　　　（目）　社会福祉総務費 14,914 13,643 △ 1,271

　　　　　　（目）　障害者福祉費 16,311 18,143 1,832

　　　　　　（目）　老人福祉費 126 174 48

　　　　　　（目）　障害者自立支援諸費 107 217 110

　　　（項）　児童福祉費 21,450 19,849 △1,601

　　　　　　（目）　児童福祉総務費 9,217 9,009 △208

　　　　　　（目）　児童措置費 4,667 2,229 △2,438

　　　　　　（目）　母子福祉費 7,559 8,605 1,046

　　　　　　（目）　児童福祉施設費 7 6 △ 1

　　　（項）　生活保護費 509,536 498,899 △10,637

　　　　　　（目）　生活保護総務費 26,469 27,909 1,440

　　　　　　（目）　生活保護扶助費 483,067 470,990 △12,077

計 562,824 550,925 △11,899

＜母子寡婦福祉資金特別会計＞

（単位：千円）

歳　　　出　　　科　　　目 平成28年度 平成29年度 増減（△）額

（款）　民生費 13,618 11,378 △ 2,240

　　　（項）　母子寡婦福祉費　　　 13,618 11,378 △ 2,240

　　　　　　（目）　母子寡婦福祉費 13,618 11,378 △ 2,240

計 13,618 11,378 △ 2,240

合　　　計 576,442 562,303 △14,139

２　平成29年度歳出決算
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8,144,464

生活保護返還金における収入未済額（滞納額）の推移
単位：円

現年度

過年度

①各種年金の遡及受給

20

17%

②保険の解約返戻金

1

1%

③資産売

却

3

2%

⑤扶助費算定誤り

1

1%⑥介護保険償還金

6

5%

⑨高額療養費償還金

4

3%

⑩その他

86

71%

平成29年度生活保護返還金：理由別件数(121件)

①各種年金の遡及受給

②保険の解約返戻金

③資産売却

⑤扶助費算定誤り

⑥介護保険償還金

⑨高額療養費償還金

⑩その他

※ 凡例の理由別は厚生労働省による生活保護法施行事務監査資料による。

死亡 8 6.6%
給付金及び還付金等 25 20.7%
財産収入(相続,電柱賃料) 16 13.2%
援助収入 7 5.8%

就労収入 21 17.4%
転居等住環境の変更 9 7.4%
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